






















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































ソ ニ ー 97／６  9( 7) 31 なし 　年俸制 専門組織
東京エレクトロン 98／４  9( 5) 22 なし 　年俸制 そ の 他
島 津 製 作 所 98／６ 19( 0)  5 なし 　年俸制 社　　長
オ リ ッ ク ス 98／６ 17(17)  3 あり 　年俸制 そ の 他








東 芝 98／６ 12(10) 20 なし 　年俸制 社　　長
ア イ ワ 98／６ 10(10) 12 なし 　年俸制 そ の 他
中 外 製 薬 98／６ 10( 9) 15 なし 　年俸制 社　　長




ロ イ ヤ ル 98／７  6( 4)  7 なし 　年俸制 そ の 他




富士ゼロックス 99／３ 14( 2) 25 あり 　年俸制 社　　長
サッポロビール 99／３ 11(10) 14 なし 　年俸制 専門組織




日 本 Ｎ Ｃ Ｒ 99／３  4( 0) 11 あり 　年俸制 社　　長
神 戸 製 鋼 所 99／４ 38(30)  4 あり 　年俸制 社　　長
穴 吹 工 務 店 99／４ 20(13)  4 なし 　年俸制 専門組織








日 商 岩 井 99／６ 10( 0) 22 あり 　年俸制 専門組織
オ ム ロ ン 99／７  7( 6) 25 なし 　年俸制 専門組織
（注）①人数は99年４月１日現在②取締役のうち執行役員兼務者ゼロでも、取締役に部門長兼務者がいるケー
スもある③伊藤忠商事、日商岩井、オムロンの３社は現時点では制度を導入していないため、内容は
変わる可能性もある（これら３社については、制度導入後、筆者が電話で確認した）。
出所：日経産業新聞1999年４月13日付を一部修正。
いまや、意思決定の迅速化と日常業務の効率化を狙った経営機構改革、なかんずく取締役会改革
は、戦略策定機能と業務執行機能との分離という第１段階の改革から、企業外部からの監視機能の
強化という第２段階の改革へ入りつつある、と言ってよい。有力企業が、相次いで社外取締役制度
の導入に乗り出しているからである14)。
二つ目は、監査体制の強化である。これについては、すでに見たように、多くの具体的提言がな
されている。なかでも社外監査役（非常勤の社外監査役、いわゆる純粋社外監査役）への期待が一
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層高まっている15)。
三つ目は、東京証券取引所の動きである。東京証券取引所は、1999年５月18日、株式市場の透明
性を確保し、投資家の信頼を回復するため、上場企業に対し、すばやい情報開示を求める「会社情
報適時開示に関する規則」を定めた。これまでは企業への要請事項とされ、強制力を持たなかった
が、今後はこの規則に基づいて開示を義務づけ、適切な開示をしない企業には、上場廃止を含めた
対抗措置を取れるようになる。つとにニューヨーク証券取引所においては、上場企業に対し、２人
以上の社外取締役や、経営から独立した取締役で構成される監査委員会の設置を義務づけており、
また、ロンドン証券取引所でも、その上場規則において、企業統治に関わる一定の包括規定を遵守
したか否かを、もし遵守できなかった場合には、その理由等を開示するよう求めている。東京証券
取引所も、ようやく日本における企業統治問題への積極的関与を行い始めたのである16)。
　注
１　筆者は、コーポレート・ガバナンス（corporate governance）問題は、コンプライアンス（compliance）問題
と狭義のガバナンス(governance）問題とから成ると解している。しかし、論者のなかには、日本コーポ
レート・ガヴァナンス・フォーラムの考え方に代表されるように、コンプライアンス問題はガバナンス以
前の問題であって、狭義のガバナンス問題のみがガバナンス問題であると主張する向きもある。
２　例えば、つぎの文献を参照されたい。
　　植竹晃久「コーポレート・ガバナンスの問題状況と分析視点：現代企業の統治メカニズムと経営行動の研
究序説」『三田商学研究』第37巻第２号、1994年６月、49頁以下。
　　大谷　啓「コーポレート・ガバナンスの最近の動き：経営機構改革を中心に」『第一勧銀総研レビュー』
1998年３号、1998年７月、85頁以下。
　　立石信雄「コーポレート・ガバナンスと経営システム改革」『取締役の法務』41、1997年８月、４頁以下。
　　出見世信之『企業統治問題の経営学的研究：説明責任関係からの考察』文眞堂、1997年、 161頁以下。
　　渡辺　茂・山本　功「日本企業のコーポレート・ガバナンス：戦後最低のＲＯＥから」『財界観測』1992
年９月号、1992年９月、２頁以下。
３　例えば、つぎの文献を参照されたい。
　　河本一郎・岸田雅雄・森田　章・川口恭弘『日本の会社法（新訂第２版）』商事法務研究会、1998年。
　　北澤正啓『会社法（第５版）』青林書院、1998年。
　　浜田道代編『日本会社立法の歴史的展開』北澤正啓先生古稀祝賀論文集、商事法務研究会、1999年。
　　吉戒修一『平成五年・六年改正商法：株主代表訴訟・監査役・社債・自己株式』商事法務研究会、1996年。
４　株主代表訴訟の係属件数は、1993年84件、1994年145件、1995年174件、1996年188件、1997年219件、1998
年240件（いずれも12月末現在）にのぼっている（『商事法務』No.1488、50頁、No.1525、108頁）。
５　事業支配力が過度に集中する持ち株会社は、①規模が極めて巨大な持ち株会社、②大規模金融会社と一般
事業会社をともに傘下に収める持ち株会社および③相互に関連する相当数の事業分野でそれぞれ有力な事
業者を有する持ち株会社である。
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６　ストック・オプションのための自己株式取得議案付議会社は、1996年６月１日の制度施行以来、1999年６
月総会までに、延べ213社（上場130社・店頭登録83社）に及び、また、ストック・オプションのための新
株引受権付与議案決議会社は、1997年10月１日の施行以来、1999年６月総会までに、延べ112社（上場54
社・店頭登録58社）に達している（『資料版／商事法務』No.186、６頁、109頁）。
７　警察庁調査による（日本経済新聞1982年４月８日付）。
　　なお、特殊株主（総会屋）については、つぎの文献を参照されたい。
　　平田光弘『わが国株式会社の支配』千倉書房、1982年、第４章「わが国企業の株主総会と特殊株主」。
８　警察庁の調査によれば、総会屋数は、1997年末には、約30グループ・約900人であったが、1998年末には、
約30グループ・約600人に減少した。警察庁では、総会屋減少の理由として、利益供与事件の摘発、1997
年商法改正による罰則強化・利益供与要求罪の新設、企業による関係遮断の推進等を挙げている（『商事
法務』№1517、45頁）。
９　全国暴力追放運動推進センターが1999年１・２月に実施した企業対象暴力に関するアンケート調査結果
（上場企業・店頭登録企業を中心とした3191社中2326社が回答）によると、暴力団・総会屋等から過去に
不当な金銭の要求を受けた経験がある企業は1031社、このうちの706社は最近１年間にも要求を受けてい
たことが分かった。過去に不当な金銭の要求に応じた経験がある67社のうち、59社が最近１年間の被害総
額を回答した。100万円未満が53社、100万円以上1000万円未満３社、1000万円以上１億円未満１社、１億
円以上10億円未満１社、10億円以上１社となっている。また、67社が要求に応じた主な理由は、「以前か
ら応じており断るのが困難」（20社）、「威圧感を感じた」（16社）、「要求額が少額だった」（15社）、「どの
企業も行っている業界の習慣」（13社）、「トラブルが拡大することを恐れた」（12社）などであった。これ
らの調査結果は、大型利益供与事件の摘発後も、企業が反社会勢力と絶縁し切れていない実態を浮彫りに
している（日本経済新聞1999年５月19日付）。
10　日本監査役協会が1998年６・７月に実施した「監査役制度の運用実態と意識調査」の調査結果（監査役は
5713人中3353人回答、社長は3582人中1806人回答）によれば、監査役が、取締役会以外の重要会議に常時
出席する企業の割合が増加している（71.2％）ことから、監査役の重要情報収集機会は増えつつあり、ま
た、監査役会を取締役会付議事項の事前審査の場や情報共有化の場として活用している企業が増加してい
る（81.5％）ことから、組織的・効率的監査も逐次進んでいることが分かった。さらに、監査役の70.2％
が監査に必要な専門知識や企業人としての良識を持っていると自己評価していること、監査役の90.1％が
社長は監査役制度を重視・理解していると答えていること、また、監査役の87.6％が使命感・情熱を持ち、
82.4％が公正不偏で監査に臨み、信頼性向上に務めていることから、監査能力、監査環境および監査役の
責任感など、監査レベル向上の基盤は整いつつあることが分かった。しかし、事実上の監査役候補選任権
が社長にあり、監査役の独立性が制約されている（75.2％）こと、商法に定める監査役の職務内容が抽象
的すぎ、結果として適正意見になりやすい（25.8％）こと、商法特例法上の大会社に幅がありすぎ、多様
な会社を一つのルールで縛ることに矛盾がある（28.5％）こと等から、監査役の選任権や監査役職務規定
の抽象性など、法制度にからむ問題点が残っている。このように監査役制度の実態と意識は、大きく変化
し始めているのである。
　　以上の調査結果については、日本監査役協会『監査役制度の運用実態と意識調査　調査結果報告書』1999
年１月　を参照されたい。
11　ソニーの経営機構改革については、つぎの文献を参照されたい。
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　　橋本綱夫「グループ経営のためのソニーの機構改革」『取締役の法務』42、1997年９月、８頁以下。
　　西村　茂「ソニーグループの経営機構改革」『取締役の法務』55、1998年10月、６頁以下。
12　日経産業新聞1999年４月13日付、日本経済新聞1999年６月11日付。
　　執行役員制度については、さらに、つぎの文献を参照されたい。
　　商事法務研究会編『執行役員制の実施事例：法制上の論点と今後の展開』別冊商事法務、№214、1998年
12月。
13　商事法務研究会が1999年４月に実施した執行役員制度に関するアンケート調査結果（調査対象会社140
社・回答会社71社・集計対象会社63社）によると、①導入済が45社、導入予定は18社、②導入理由につい
ては、「意思決定のスピードアップ」が55社、「取締役会の活性化」が41社、「取締役数の削減」が35社、
「取締役会の監督機能の強化」が30社、③執行役員会については、「設置した」が29社、「設置しない」は
24社、④執行役員会の役割については、「執行役員全体または相互の連絡」が29社、「業務執行に関する意
思決定」が13社、⑤この制度の導入により、取締役会の機能（意思決定機能と監督機能）は、今後「意思
決定機関の側面が強くなる」が12社、「監督機関の側面が強くなる」が13社、「両面において活性化する」
が30社等になっている。
　　その詳細については、つぎの資料を参照されたい。
　　「執行役員制度に関するアンケート集計結果」『資料版／商事法務』№182、26頁以下。
　　澤口　実「執行役員制度に関するアンケート結果の概要」『商事法務』№1526、23頁以下。
14　取締役会改革については、つぎの文献を参照されたい。
　　藤田宏之・管野宏哉「取締役会は終わったか」『日経ビジネス』1999年２月８日号、32頁以下。
　　塩田宏之「執行役員制に３つのハードル」『日経ビジネス』1999年９月13日号、52頁以下。
　　重竹尚基「“三位一体経営”から脱却を」『日経ビジネス』1999年９月13日号、55頁以下。
　　牧野　洋「社外取締役の活用法」『日経ビジネス』1999年10月25日号、50頁以下。
　　澤田泰志・本田桂子「社外取締役活用へ５つの提言」『日経ビジネス』1999年10月25日号、53頁以下。
　　スクランブル（敬老）「執行役員導入以前の問題」『商事法務』№1503、58頁。
　　スクランブル（延命）「執行役員制度はなぜ導入され続けるのか」『商事法務』№1521、46頁。
15　社外監査役の現状、在り方等については、つぎの報告書を参照されたい。
　　日本監査役協会監査制度委員会「社外監査役に期待される役割」『監査役』№408、1999年１月、３頁以下。
16　企業情報のディスクロージャーの強化については、つぎの文献を参照されたい。
　　東京証券取引所証券政策委員会『東証の将来像について：新たなステージへの道標として』1999年２月、
23頁以下。
　　下田卓志「上場会社のディスクロージャーをめぐる最近の動向について」『会報』（東京株式懇話会）第
576号、1999年９月、２頁以下。
　　渡邉　恒『ＩＲと株式投資の真実：企業が変わる　投資家が変わる』ラジオたんぱ、1999年、16頁以下。
　　日本経済新聞1999年５月17日、同５月19日付。
　　朝日新聞1999年５月19日付。
（2000年１月11日受理）
